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平成 25 年８月 15 日 

 

伊予市役所 産業建設部 道路河川課 

題  目（テーマ）：中山Ｉ．Ｃ設置について 

提  案  内  容（要 旨） 

 

 ８月９日のテレビ報道によれば、今年６月末の日本の財政赤字額は 1,008 兆 6,281

億円（国民１人当たり 792 万円の借金）であり、ついに 1,000 兆円を超えたとのショ

ッキングなニュースでした。今、生まれたばかりの赤ちゃんも約 800 万円の借金を背

負わされているのです。2020 年頃のプライマリィーバランスが執れる年度まで借金は

増加するし、プライマリィーバランスが執れる時期は、もっと先に延びる可能性も否定

できません。こうした日本の財政状況の中で、伊予市も色々な公共事業が計画されてい

ます。 

 議会だより№33（平成 25 年８月１日発行）によれば、６月定例会において「中山イ

ンターチェンジ設置検討支援業務委託」に関し、概略次のように記述されています。 

「① 費用便益が 1.0 をクリアするなど設置要件を満たし・・・・。」 

「② 地域に活性化と人口流出を防ぐという点もあるが、最大の効果は、災害時の避難

路の確保である・・・・。」 

 しかしながら、高速道路も災害を受けるし、100％通行止めが起こらないとの保証は

どこにもされてないと思います。例えば、交通事故等による高速道路の通行止めのテレ

ビ報道はしょっちゅうあるし、新居浜が西条地区で土石流による通行止めが生じたこと

も記憶に新しい人も多いと思います。高速道路は安全という先入観はありませんか。 

 現在の伊予市の考え方は、「インターチェンジ建設ありき」ではないでしょうか。 

 中山地域のインフラ整備なくして人口の流出は止まらないだろうし、更に中山地域の

高齢化も待ったなしです。高齢化すればインターチェンジの利用者も減少するでしょ

う。外部からの訪問者も当然減少するでしょう。そのような減少傾向に対する地域振興

策を実施しないで、高速道路のインターチェンジ建設では、順序が逆ではないかと感じ

ています。 

 そこで、Ｂ／Ｃの算定の詳細な内容を市民に公開して、タウンミーティング等で市民

の声を聞いてはいかがでしょうか。伊予市民にとっては、かなり建設費のかかる重大な

事業であると認識しています。伊予市のみの建設費の負担割合の大小ではないと思うの

です。 

 親である国は、大変な借金を抱えてシクハックしているにもかかわらず、息子である

地方公共団体の伊予市は、国からのお金を使わないと他の人に使われてしまうので、使

わないと損とばかりに公共事業を行うのはいかがなものでしょうか。 

 今現在、国レベルで物事を考えないようでは、国が滅びてしまいます。合併特例債や

過疎債といえども国民の税金の一部でしょう。税金は大切に使って欲しいものです。 

 産業建設委員会で検討するのも結構ですが、委員会のみで決めるのではなく、市民に

影響の大きい問題は、早めに市民に公開して、市民の声を聞いて欲しいと感じるのは私

だけでしょうか。よろしく検討してください。お願いいたします。 

 

 

 

 

 



回  答  内  容 

 

この度「中山Ｉ.Ｃ設置」に関しご提案・ご質問をいただきましたので、お答えいた

します。 

 
中山地域への追加インターチェンジの設置につきましては、旧中山町の活性化策の一

つとして検討が始まりました。 
 
平成 17 年の市町合併後も、第１次伊予市総合計画にインターチェンジの整備検討を

進めるよう記載するほか、県知事への陳情を始め、様々な機関に対し要請・働きかけを
行ってまいりましたが、平成 21 年２月、設置要件が大幅に緩和された「スマートイン
ターチェンジ（高速道路利便増進事業）制度」が新たに創設されたことから、改めて精
力的に調査研究に取り組むこととなり、関係機関との協議を重ねながら、実現に向け条
件整備を進めているところであります。 

 

本来でありましたら、他の主要な公共事業と同様に、市民の皆さんに当該事業の概要

をお示しし、ご意見を伺うべきではありますが、連結申請を目指し、国土交通省、愛媛

県ほか多くの関係機関の参画のもと、極めて慎重に調整を行っていることから、現状で

は概算工事費、費用対便益分析（Ｂ／Ｃ）など詳細な数値をご提示することができませ

ん。 

 

他にも意を同じくするご提案をいただいておりますことは十分考慮したうえで、伊予

市にとって、より実効性の高い実施計画の策定に取り組むとともに、愛媛県も当該事業

を重要政策に位置付け、連結実現に向け格別の支援をいただいておりますことから、今

後も一層の連携強化を図りながら総合的・一体的な地域振興対策を実施・展開してまい

りたいと考えておりますので、ご理解をいただきますようお願いいたします。 

 

 


